


電機・情報ユニオンは６月９日（月）、５月中旬に引き起こされたルネサスでの「内々示」問題に関連して、

育児・介護休業法に基づく労働者への実態調査と指導を求めて厚生労働省神奈川労働局に要請しました。

要請団は、那珂事業所などへの「内々示」が、育児・介護休業法に関わる労働者の状況調査や労働契約法で

定められた労働者への協議が全く行われてなく、労働条件や福利厚生制度などの転勤に関わる制度が労働者に

明示されていない違法な状況で出されたことを詳しく説明

しました。

さらに、３月末の早期退職募集で広域配転に応じられな

かった多くの女性労働者が退職を選択せざるを得なかった

事実を示し、神奈川労働局が３月に行った調査をルネサス

が無視していることを指摘し、ルネサスへの法令順守の啓

発・指導と、「内々示」の撤回を要請しました。

神奈川労働局の担当者は、「重要な情報として受け取っ

た。どういう事態が起こっているか、調査する」「第56

条（厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると

認めるときは、事業主に対して、報告を求め、又は助言、

指導若しくは勧告をすることができる。）に基づいて適切

に対応する」などと返答しました。

今後も、神奈川労働局や厚生労働省、経済産業省（産業

革新機構）との交渉を計画していますので、職場のみなさ

んからの相談・情報提供をよろしくお願いいたします。

電機産業は1990年代

から、目先の利潤追求

→人件費削減→海外展

開促進→国内産業空洞

化（リストラ）→技術・

技能の流出→中国・韓

国・台湾企業の台頭→

さらなるリストラと国

内産業の停滞、という

「負のサイクル」に陥っていますが、家電と

半導体が典型です。

ルネサスでは、日立・三菱・ＮＥＣの寄合

い世帯の経営陣の失敗を、労働者に犠牲を押

し付けて乗り切ろうとしています。

利潤を生みだす源泉は「人」、すなわち知

識・経験に基づいた技術・技能を、製品の開

発・製造やサービスに転化して付加価値を生

む労働者です。

いまルネサスの大リストラによって、労働

者の将来への希望、仕事や企業への誇り、労

働意欲は「地に落ちた」状態ではないでしょ

うか。

「人は城、人は石垣・・・」の意味を経営陣

はかみしめていくべきであろう。

ルネサスは「内々示」を撤回し、法令の順守を

事態を調査する 神奈川労働局

川崎合同法律事務所がルネサス法律相談を開設
相談は無料です

連絡先：電話０４４－２１１－０１２１ 藤田 温久弁護士、川岸 卓哉弁護士

メール kawagishi@kawagou.org

困ったら、一人で悩まずに、まずは相談を
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